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市町村の取組状況

部活動の地域移行に係る
市町村の取組状況調査結果概要より

【令和７年６月１日現在】



部活動の地域移行に向けた取組状況の推移【道教委調査：令和７年６月１日現在】

一部項目の伸びは鈍化しているが、試行等を含め地域クラブ活動の実施に至った
市町村数は増加
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地域説明会の実施

協議会等の設置

生徒・保護者等のニーズ把握

指導者人材の確保

運営方針等の決定

運営団体・実施主体の決定

休日の地域クラブ活動の実施（ス）

休日の地域クラブ活動の実施（文）

R4.12 R5.6 R5.12 R6.6 R6.12 R7.6 ※各項目の数値は、実施済のほか、取組中や実施予定等を含む。
※「休日の地域クラブ活動の実施」の数値は、R5.12から調査実施。
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部活動の地域移行に向けた課題 【道教委調査：令和７年６月１日現在】

82.6%

92.7%

80.9%

74.2%

46.1%

31.5%

47.8%

59.6%

56.7%

47.2%

22.5%

2.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

実施主体・受け皿団体の確保や体制整備

指導者の確保

運営財源の確保

生徒の移動手段の確保

活動場所の確保

庁内の推進体制の脆弱性

近隣市町村との連携体制の構築

関係団体との調整

大会参加に係る条件（指導者の資格取得要件等）

地域における理解の促進

民間企業等との連携

その他

「その他」 の主な内容
・参加費用（負担軽減）に係る制度設計
・移行先クラブの持続性の担保

部活動の地域移行に向けた取組において課題に感じている項目（複数選択有）

「指導者の確保」、「実施主体・受け皿団体の確保や体制整備」、「運営財源の確保」、
「生徒の移動手段の確保」が多い（前回調査と同様の傾向）
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8.0%

39.1%

43.7%

33.3%

8.0%

11.5%

52.9%

10.3%

23.0%

11.5%

10.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

地域クラブ職員

教員（兼職兼業）

公務員（教員を除く）

民間企業等の一般従業員

民間のスポーツクラブ指導者

大学生・大学院生・専門学校生

地域スポーツ・文化団体の指導者

地域おこし協力隊

保護者

退職教員

その他

その他」の主な内容
プロスポーツ選手、スポーツ国際交流員（SEA)、
大学教員 等

地域クラブに所属している指導者の属性（複数選択有） ※地域クラブ活動実施市町村のみ回答（n=８７）

「地域スポーツ・文化団体の指導者」が最も多く、５割以上の自治体で活用されてい
るほか、教員を含め公務員や民間企業等の一般従業員など指導者属性の幅は広い

※今年度の予定を含む。

地域クラブ活動指導者の属性 【道教委調査：令和７年６月１日現在】
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徴収額の分布
(n=35)

[年額]

徴収額の分布
(n=57)

[月額]

74%

9%

9%

8%

1,001～
1,500円

33%

30%

16%

11%

2% 8%

2,００１～
3,000円

その他
(5,001円以上、
不明等)

2.3%

2.3%

1.1%

4.6%

5.7%

1.1%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0%

個人版ふるさと納税

企業版ふるさと納税

クラウドファンディング

（ふるさと納税の活用を除

く）

企業等からの協賛金

財団・助成団体からの助成金

その他

65.5%

40.2%

39.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

会費（年会費・月会費等）

保険料（生徒本人分）

その他経費

（ユニフォーム代、遠征費等）

参加者から徴収している会費等（複数選択有）
※地域クラブ活動実施市町村のみ回答（n=８７）

地域クラブ活動の６割以上で会費を徴収しており、その８割が月額３,000円以下
なお、現時点で新たな財源を活用している自治体は少数

※今年度の予定を含む。

※受益者負担を「徴収なし」と回答した市町村は28％（24/87）

地域クラブ活動の会費と新たな財源の活用状況 【道教委調査：令和７年６月１日現在】
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公費負担と受益者負担以外の
新たな財源の活用状況（複数選択有）
※地域クラブ活動実施市町村のみ回答（n=８７）

地域貢献型自動販売機
の設置 等

1～
1,000円

1,００１～
2,000円

501～
1,000円

1,501～
2,000円

その他
（2,001円以上、
不明等）

会 費 保険料

4,００１～
5,000円

3,００１～
4,000円



80.5%

33.3%

2.3%

24.1%

71.3%

5.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

中学校の施設

その他学校施設

廃校舎の施設

公民館等の市民施設

その他公共施設

その他

約８割の市町村が、地域クラブ活動の活動場
所として中学校の施設を利用し、
約７割が学校以外の公共施設を利用

※今年度の予定を含む。

地域クラブ活動の主な活動場所（複数選択有）

※地域クラブ活動実施市町村のみ回答（n=８７）

「その他」の主な内容
民間施設、大学施設 等

地域クラブ活動の活動場所と移動手段確保の取組 【道教委調査：令和７年６月１日現在】
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地域クラブ活動に参加する生徒の
移動手段の確保のための取組（複数選択有）

※地域クラブ活動実施市町村のみ回答（n=８７）

20.7%

3.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

既存の送迎車両を有効活用

バス等の運行を委託

既存の送迎車両の有効活用等により対応し
ている市町村が一定数あるが、
地域公共交通との連携や、多様（医療・福祉
等）な分野との連携等の取組はない

※今年度の予定を含む。

※今年度の予定を含む。



約７割の市町村が近隣市町村との連携が必要と考えており、約５割の市町村が関係
市町村間で「クラブ活動を実施」又は「検討中」と回答

1%

3%

44%

18%

32%

2%

関係市町村間で検討中

近隣市町村と
連携して進めたいが
具体的な検討に
至っていない

そ
の
他

5市町村

79市町村

4市町村

「その他」 の主な内容

・部活動で関して近隣市町村と連携
している
・連携できる活動の有無も含めて、
今後確認・検討する

部活動の地域移行に係る近隣市町村との連携状況

「該当無し」 の主な理由

・近隣町村間において、地域移行に
対する考え方に差があるため
・町内で協議がまとまっていない
ため

広域連携の状況 【道教委調査：令和７年６月１日現在】
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既に複数の市町村で
地域クラブ活動を本格実施…

複数の市町村で
地域クラブ活動を試行実施…

該当無し

2市町村

31市町村

57市町村



資料 1-3

15

令和８年度
国（スポーツ庁・文化庁）

概算要求の概要
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＜スポーツ庁資料より抜粋＞令和８年度国概算要求資料 ＜文部科学省資料より抜粋＞
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